
フードバンク HIRODAI
〜持続可能へ向けて〜

応募者：弘前大学・労働経済学ゼミナール



弘前市の紹介

弘前城と桜 ねぷた祭り りんご畑 冬の岩木山

●人口約17万人 (2019年10月時点)

●弘前城の城下町として発展した歴史をもつ



事業所数(事業所単位) 中分類

飲食店
12%

飲食料品
小売業
6.6%

販売農家数

弘前市 5,719

県平均 872

全国平均 771

母子世帯数

弘前市 1,932

県平均 377

全国平均 610

青森地方気象台 2018年12月
2019年1月
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青森県冬の降雪量比較

12月 1月

(cm)

県内1位！

県内の都市部の
中では降雪量が
多い

県平均の約6倍、
全国平均の約3倍

弘前市の特徴

(2016)
8,015事業所

「政府統計の総合窓口(e-Stat)」、調査項目を調べるー国勢調査(総務省) 「世帯構造等基本集計」政府統計の総合窓口(e-Stat)」、調査項目を調べるー国勢調査(総務省)「2015年農林業センサス」
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ひとり親世帯 夫婦世帯

ひとり親世帯

夫婦世帯

参考：「国民生活基礎調査」厚生労働省、
「児童手当事業年報」内閣府

2016年→1241万1091人

2017年→1245万4797人

ひとり親世帯と貧困の関係

●全国的にひとり親世帯の所得は夫婦世帯より低い水準にある

●また、児童手当の受給者数も増加している

ひとり親世帯と夫婦世帯の所得 児童手当受給者数
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青森県

弘前市
参考：弘前市「市民経済計算」

弘前市の課題①

●青森県では全国平均と比較して一人当たり賃金が低く、弘前市はその数値をさらに下回っている

●生活保護の保護率でも弘前市は県の数値を上回っており、保護率は横ばいである

生活保護・保護率



弘前市の課題②
（ｇ)
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市でトップ
👉農家の多さも考慮すれば
フードロス削減の余地あり

弘前市の課題①

●青森県のごみ排出量は全国で５番目に多い

●当市のごみ排出量は全国及び青森県平均、そして県内10市の中でも多くなっている

1人1日当たりのごみの排出量（都道府県別） 1人1日当たりのごみの排出量
（全国平均・青森県平均・県内10市）

青森県庁「都道府県別排出及び処理状況」(平成29年度) 青森県庁「一般廃棄物の排出及び処理状況について」(平成29年度)



経済格差・教育格差是正

→貧困の解消

寄付者：廃棄費用の削減
寄付先：食費の削減

→食料廃棄量の削減

こども食堂・フードバンクに注目！

2つの課題にアプローチ

無料または低額で子供たちや対象者に食事
が提供される、地域コミュニティの場。

・こどもの孤食を防ぐ
・子供の学習支援
・地域間交流、多世代交流
・地域コミュニティの強化などの効果

こども食堂の役割

農家、企業、レストラン、家庭から食料の
寄付を募り収集し、児童養護施設、老人
ホーム、コミュニティセンターなどに配布。
行き場のなくなった食べ物の活路を見出す。

フードバンクの役割

フードバンクの食料をこども食堂に活かす取り組みが弘前市でできないか



●小学校
●複数の施設が併設している小学校
〇こども食堂の存在するエリア

弘前市の課題③

市内の小学校とこども食堂の位置関係

NPO法人全国こども食堂支援センター むすびえ 弘前市役所ホームページ

弘前市

17.1％

青森県 5.6％

全国平均 17.3％

沖縄県 60.5％

こども食堂

小学校

弘前市

11.2％

全国平均 8.9％

沖縄県 12.6％
※沖縄県は充足率全国1位

平成27年 総務省統計局国勢調査

沖縄県と比べると、片親世帯の割合に対し、
こども食堂が不足している

市内のこども食堂の充足率

片親世帯の比較

●平均的な充足率であるが、貧困が解消されない状況

●広域的に支援が行き届いていない、遠方からはアクセスしづらい
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22.3

23.4

24.8

会場が見つからない

行政の協力を得られない

教育機関の協力が得られない

立ち上げ時の資金不足

農林水産省「子供食堂と地域が連携して進める食育活動事例集」より作成（上位4つ）

弘前市の課題④

市内のこども食堂の運営構造 市内のこども食堂の運営構造

持続可能な運営構造をつくること課題解決の
POINT

新たな立ち上げや
維持が困難な状況

青森県 1件（青森市）
青森県民生協（フードドライブ）
平成29年「国内フードバンクの活動実施把握調査及びフードバンク活用推進情報交換会実施報告書」

フードバンクの例

弘前市

0件

●フードバンクがないため、運営側の負担が大きい



フードバンクと企業との連携フードBOX・周知BOXの活用

周知BOX・フードBOX イメージ写真

周知BOXで子ども食堂チラシ・
飴など情報をご提供します。

協力企業さま名を、フードBOXに
記載します。1か月を目途に、企
業名を追加していきます。

BOXサイズ
直径：37cm 髙さ：47cm

フードBOXを活用した活動例

周知BOXを活用した活動例

フードBOX
設置

明治安田生命
が食材等回収

地域の子ども
食堂へ食材等

提供

未使用分は
フードバンクへ

6か月で社外
から1,500点

※従業員から
食材等提供

※食材、ﾊﾌﾞﾗｼ
など…

周知BOX設置

※チラシ設置

チラシ見た方か
個別に協力要請

明治安田生命が
回収または

食直子ども食堂へ
誘導

エリア内に約800
箇所設置済
現在も増加中

●行政組織が主体となって活動に取り組んでいる

●県と企業が連携して活動

先行事例（国内：埼玉県）



①食品企業等、行政機関、個人から
食品が取りまとめ組織に寄付される

②食品を必要としている各地のフード
バンクに食品を運搬する

③食品は安全に保管され、各地の施設
に配布される

④寄付された食品が食堂などを通じて、
食べ物を必要としている人に届く

活動概要

先行事例（国外：ハワイ）

●各地のフードバンクが取りまとめ組織（Feeding America）に所属している

●国による支援策が取られている（助成金制度・税制優遇制度・法律の制定など）

ハワイフードバンクのHPより



フードバンクHIRODAI ハワイでの活動の様子



賃金水準

ごみ排出 フードバンク
がない

解決のための調査 模倣と実践

生活保護

片親世帯
冬季の子ども食
堂へのアクセス

狭域的な
支援

当市が抱える諸課題の実態を
社会に伝え、解決に繋げたい

●食料寄付者（寺、農家、小売店、市民）と子ども食堂を繋ぐフードバンクを学生主体で実践

●地域のNPO法人や市民団体との連携を図り、大学が中心の持続可能な仕組みへ

政策提言

市の課題 フードバンクHIRODAIの役割り

先進事例より

・先進的なフードバンクが機能
・地域に寄り添う心
・提供した側は忘れても、提供
された側が忘れることはい

コミュニティの強さ、そして
非凡なボランティア精神の存在

NPO法人や市民団体
との協力体制を敷き

フードバンクを運営

・モデル事業の実施（実験事業）
・地方創生に貢献
・SDGsへの取り組み
・誰もが活躍できる場づくり



実際の活動の様子

●配布したチラシ ●お寺での回収の様子

●集まった食料の例



フードバンクHIRODAI独自のコンセプト

●地域課題に関心のある組織や人々の参加、協力を誘発し、市全体で動く

●後にスポンサー会員登録の制度を取り入れ、資金調達、実施場所の確保を可能にする

・スポーツ環境を通じ、地域コミュ
ニティを構築

・定期活動やイベント事業等

・ポスターやSNS上での呼び
かけ、情報交換により連携

・市のフードロス削減に取り組む
・市役所環境課と協働

フードバンク
HIRODAI

NPO法人

スポネット弘前
みらいねっと弘前

弘前環境
パートナーシップ21

お寺、
一般市民、
農家、企業

タイアップ
することで
活動本格化

フードロス
削減への
アプロ―チ
を模索

目に見える
形での評価、
企業のブラン
ド戦略へ

会員登録制度導入

持続可能な
運営へ！



事業の具体的な効果

NPOの立ち上げ
↓

雇用の創出

ゴミの減少
↓

ゴミ処理費用の削減・
環境保全

↓
所得が増える

↓
消費が増える

↓
経済の活性化・働く場の増加

↓
人口流出の防止

↓
生活保護負担が減少

↓
市の財政の健全化

こどもの貧困の解消
↓

教育水準・所得水準の上昇

そして、
持続可能
な社会へ

フードバンクが子供の貧困解決・環境保全・資源の有効活用



子どもたちの

笑顔あふれるまち

学都ひろさきへ


